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１. はじめに

今年（2018年）1月10日，イギリスのBBC
をはじめスウェーデンやオランダなど8か国の
公共放送会長が共同声明を発表し，「デンマー
ク政府とデンマーク国民党（野党）は重要な税
制改革をめぐる交渉で，公共放送 DRの財源
である受信料を廃止し，税金化するという議論
を続けている。ヨーロッパ各国の政府が，公
共放送の予算を削減するか，あるいはジャーナ
リズムをコントロールしようとしている」と主張
し，DRへの脅威は甚大で，公共放送と民主
主義の危機だ，と警鐘を鳴らした 1）。

しかし，3月16日に政府と国民党が「メディ
ア受信料を廃止 /税金化，DRの予算を5年間
で20％削減」で合意したことが明らかになり，
これを前提として6月にはメディア政策協定が
正式に締結された。

デンマークのメディア政策協定とは，政府が

デンマークの公共放送 DRは，テレビやラジオ，新聞など包括的なメディア政策協定によって，財源や任務が決
められる。今年（2018 年）6月に「メディア政策協定 2019−23年」が締結され，2019年からメディア受信料を段階
的に廃止し税金化すること，DRの事業予算を5年間で20％削減すること，DRは情報・教育・文化等に集中する
ことなどが決まった。

メディア受信料の廃止理由は，学生など若者から不満が増して不払いが増大したことや，メディア受信料は所得
の高低にかかわらず料金が一律なため，社会的に不公平だという認識が拡大したことが挙げられる。

ヨーロッパでは近年，受信料の公平負担を目的に制度改革が行われているが，デンマークにおける受信料の廃
止 / 税金化は，メディア政策ではなく税制改革の議論として進められ，政治的交渉で決められた妥協の産物だと
評される。今回のデンマークの事例は，各国に影響を与える可能性がある。

受信料廃止を決めたデンマーク
～新メディア政策協定と公共放送の課題～

メディア研究部  中村美子　

提案するデンマークのテレビやラジオ，新聞な
ど包括的なメディア政策案について，議会で
審議し，過半数の合意を得て締結されるもの
で，メディア政策に関する政治的協定と呼ばれ
ている。これまでのところ，4年ごとに結ばれ
ていた。この協定で公共放送 DRの財源規模
が決定され，DRはこの協定をもとに政府と業
務契約を結んで事業を行う。したがって，メ
ディア政策協定は，DRにとって非常に重要な
ものである。

ここでは，6月29日に正式に締結された「メ
ディア政策協定」2）の概要を紹介する。また，
この4月中旬に，国会議員，メディア研究者， 
公共放 送DRの戦 略 担当者の3氏にインタ
ビューを行った。これらの聞き取り調査をふま
え，受信料改革問題と公共放送の財源規模縮
小の2つの問題に絞り，メディア政策協定の
影響を考察する。
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図 1　テレビ視聴シェア

図 2　週間ストリーミング

２．デンマークの公共放送DRと
      メディア状況

デンマークは人口約570万人，地上・ケーブ
ル・衛星・IPTVのテレビプラットフォームはデ
ジタル化され，89％の世帯が有料テレビを利
用している。地上デジタルテレビも多チャンネ
ル有料サービスで運営されているが，公共放
送 DRのチャンネルは，無料で視聴できる。ブ
ロードバンドは92％の世帯に普及し，スマート
フォンの利用者も80％に達している 3）。

こうしたデジタル状況の中で，DRは，DR 
1（総合），DR 2（教養），DR 3（若者），DR K

（文化），DR Ramasjang（幼児），DR Ultra
（子ども）の6つのテレビチャンネルを放送し，
ラジオは9つのチャンネルを提供している。ま
た，2007年にテレビとラジオ番組のインター
ネット同時配信が公共サービスとして認めら
れ，2014年にスマートフォンによる受信にも対
応できるように刷新し，DRTVという名称でス
トリーミングとオンデマンドのサービスを行って
いる。DRは受信料で運営され，広告放送は
禁止されている。2017年のDRの総収入は40
億9,910万デンマーク・クローネ（以下，
DKKと表示。約709 億円）だった4）。

またデンマークでは，1988年に第2 
の公共放送TV 2（正式名称は TV 2 
DANMARK）が開局した。首都コペン
ハーゲンへの一極集中を避けるため，
国内第3の都市オーデンセを本拠地と
し，番組制作機能を持っていない。開
局当初は受信料が割り当てられていた
が，2003年に民営化を前提に政府所
有の株式会社化され，現在は，広告放
送と有料放送の収入で運営されている。

テレビは総合テレビのTV 2や24時間ニュース
のTV 2 Newsや中高年向けや若者向けなど，
6つのチャンネルを提供している。

企業体別のテレビ視聴シェアは，トップの
TV 2（合計）が 38％，続いてDR（合計）が 
37％，スウェーデンの多国籍メディア企業MTG 
が10％，アメリカのDiscoveryが10％となって 
いる（図1）。また，12歳以上の46％の人が 1
週間に1回，映画やシリーズドラマをストリー
ミング視聴している。週間ストリーミング・サー
ビスの利用については図 2 を参照されたい。

デンマークのテレビ業界の特徴は，次の点
にある。国内の公共放送 DRとTV 2で75％
の視聴シェアを占め，テレビ市場にはDRと

出典　DR “Media Development 2017”

出典　DR “Media Development 2017”
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TV 2以外に純粋な国内メディア企業は存在
しない。インターネットのプラットフォームの
利用でもDRは健闘しているが，トップ2 社は
YouTubeとNetflixのグローバルメディア企業
である。

３．メディア政策協定の概要

メディアや文化の分野を所管する文化省は，
6月29日に新しいメディア政策協定を公表し
た。政府は，メディア政策の背景として，イン
ターネットの利用が拡大する中で，デンマーク
のメディアがGoogleやFacebook，Netflixの
ような外国企業との国際的な競争にさらされ，
若者と高齢者という世代間のメディア利用の相
違がますます増大していると総括し，そうした
中で，デンマークの民主主義と言語と文化を
支援する質の高い幅広いコンテンツへのアクセ
スを国民に保障することが，メディアに関する
公共サービス政策の目的であるとしている。こ
の目的を達成するうえで，公的メディアと民間
メディアのバランスや全国メディアと地域・地
方メディアのバランスなどの不均衡を調整する
方法を講じるとして，公的資金のあり方を見直
し，その配分を行う方針を明らかにした。

そして，メディア政策の適用期間を2019〜
23年の5年間とし，一定期間の経過後，メディ
ア政策の見直しが必要かどうかを評価すること
を明らかにしている。

このメディア政策協定で最も重要なことは，
協定の議論を始める前に，右派連立政府（自
由党，保守党，自由同盟）と野党デンマーク
国民党（右派）との間で「受信料を廃止 /税金
化，公共放送 DRの予算20％削減」について
政治的に合意していたことである。そして，政

府のメディア政策を実行するうえで，DRの予
算削減分を，若者や高齢者の税負担の軽減措
置やDR以外のメディアに再配分することを，
政府は意図している。

そこで，新協定の中から，①受信料の廃止
とDRの予算削減，②DRのサービスと任務，
③民間メディア（DR以外のメディア）の支援，
を中心にその内容を紹介する。

3 ー1  受信料の廃止とDRの予算削減

すでに述べたように，受信料の廃止とDR
の予算削減の2点は，新協定の交渉に先立ち，
メディア政策と切り離して，与野党間で政治的
に合意されたものである。新協定では，「2019
〜23年の5 年間で，DRの事業予算を20％削
減し，受信料は徐々に税金に転換する」こと
が明記された。

この受信料完全廃止のプロセスは，2018 年
3月16日の財務省の発表で明らかにされてい
る 5）。表に沿って，そのプロセスを説明する。
①DRに割り当てる収入規模は，2018年のメ

ディア受信料収入（予測）からの割り当てを
基準とし，小売物価指数を考慮して毎年わ
ずかに増加する 6）

②DRの事業資金は2019年から2023年の5年
間，段階的に削減し，最終的に20％の削減
となる。削減額は，5年間の合計で7億7,310
万DKKとなる

③メディア受信料は，2019年から徐々に削減
し，減収分を税金から補塡する。そして，
2022年にメディア受信料を完全に廃止する

④�2022年からはDRの事業費も含めメディア
関係予算を税金からまかなう
そして，財務省の発表では，18 歳以上の給

与所得控除の引き下げを行う一方，退職者や
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年金生活者，障害者の税負担の軽減を行うと
し，DRの事業予算 20％減のうち18％を減税
措置として必要な資金に充てる計画である。

3 ー2  DR のサービスと任務

新協定は「DRは，幅広い事業を行うメディ
ア企業から，デンマークの文化的な機関へと
転換し，商業事業者と競合せず，明確な公
共サービスの目的を果たせる領域に集中しな
ければならない」とし，「ニュース/時事問題，
文化，子どもや若者，教育，学習，地域の各
分野で，質の高いコンテンツを提供する必要
がある」と，DRの任務を規定した。そして協
定に明記された主な項目は次の通りである。

・�テレビのチャンネル数を6から最大4に縮小
すること

・�すべてのプラットフォームで，子どもと若
者に向けたコンテンツに集中し，ほかのメ
ディアと共同で子どもが住む世界を強化し
なければならない。そして（後述する）公共
サービス基金で制作された子どもや若者向

けのコンテンツを，DRのプラットフォーム
で提供する

このほか，テレビやラジオの両面で地域サー
ビスを強化することや，国内・北欧地域・EU
域内のマイノリティーをカバーすること，デン
マークのスポーツを全般的に放送することの義
務づけなども列記されている。また，DRの事
業支出に関する説明責任や内部監督機関であ
るDR理事会の独立性や理事の構成の面で強
化を図ることを挙げている。

3 ー3  民間メディアの支援：
        公共サービス基金の増額

公共サービス基金（Public Service-Pulje）
は，受信料を財源としないメディア企業や民間
の番組制作者が制作するデンマークのテレビ
ドラマ，ドキュメンタリーや子ども番組等に割
り当てられる。民間企業による質の高いコンテ
ンツの提供を目的とするため，公共放送 DRは
この基金を利用できないが，メディア受信料を
配分されていないTV 2は，この基金を利用で

表　DR の財源規模 2019 − 23 年

2018 年 2019 年 2020 年 2021 年 2022 年 2023 年

DR のメディア受信料
収入規模（予測） 3,736.5 3,790.9 3,811.4 3,830.1 3,848.2 3,865.6

DR の予算削減額（累積） 154.6 309.2 463.9 618.5 773.1

DR の事業収入 3,736.5 3,636.3 3,502.2 3,366.2 3,229.7 3,092.5

内
　
訳

政府交付金 909.1 1,751.1 2,524.7 3,229.7 3,092.5

メディア受信料収入 2,727.2 1,751.1 841.6 0 0

出典　財務省

（単位　100 万デンマーククローネ）



84 SEPTEMBER 2018

きる。政府がメディア政策としてDR以外に受
信料を割り当ててきた最大の分野が，この公
共サービス基金である。

新協定では，基金の総額を5年間で現在の
3,500万DKKから，5倍近くにあたる1億6,320
万DKKに増額される。また，基金の対象の
幅も拡大し，テレビ番組だけでなく，インター
ネットを含めたあらゆるプラットフォームで提供
するコンテンツの制作に割り当てられることに
なった。

このほか，文化や公共情報を提供するテレ
ビチャンネルとクラシック音楽を含む文化を専
門とするラジオ局を政府交付金で新設する。
なお，新聞や映画産業などにも政府資金は割
り当てられている。

４．公共放送が直面する2つの課題

4 ー1  受信料廃止 / 税金化

デンマークの公共放送は，DRがラジオ放
送を1925 年に開始して以後，受信料によって
まかなわれてきた。2007年には，受信料支払
い対象となる機器をパソコンや携帯電話にま
で広げ，これを機に受信料の名称は「メディア
受信料」に変更された。現行制度では，支払
いの根拠は受信機所有の有無にあり，学生で
あろうが仕事に就いていようが，18歳以上な
らば支払い義務が生じる。

今回の聞き取り相手はみな，放送のデジタ
ル化，そしてインターネットの普及など技術革
新や放送コンテンツ利用の多様化の中で，こ
れまで長い間，受信料制度が公共放送 DRを
維持するうえで最善の財源制度であるかどう
かの議論を続けていたと指摘した。受信料廃
止の発表にあたり，財務相は「受信料を廃止

した財務相であることを誇りに思う」，文化相
は「我々はとうとう受信料を葬り去ったことを
喜んでいる。何年もの間取り組んできた」と，
受信料議論に決着をつけたことに満足するコ
メントを発表している。

デンマークでは，支払い義務のある若者の
間で，YouTubeやFacebookの利用者が増加
し，DRのサービスの利用が低下している。ま
た現行制度では，1世帯に家族 4人が住んで
いる場合，受信料の支払いは1件だが，家か
ら出た学生など若者は，1人で1件の支払いが
求められる。学生や若い世帯では不払いが増
加し，Facebook上では「DR受信料廃止」の
キャンペーンも起きた 7）。また，2018 年の受信
料 の年 額は2,527DKK（ 約4万3,700円）と，
ヨーロッパの中でもスイスに次いで2 番目に高
額で，所得の高低にかかわらず一律料金となっ
ている。若者の間での不満や，裕福な人も貧し
い人も同じ料金を支払う一律料金制は社会的
に不公平だという世論が形成されていたようで
ある。関係者の話を総合すると，メディア受
信料をめぐるこうした問題の解決策が税金化
だった。

しかし，メディア研究者で政府の公共サービ
ス委員会の委員を務めたコペンハーゲン大学の
ヘンリック・スナゴー（Henrik Søndergaard）
教授は「受信料の廃止は，メディアを所管す
る文化委員会では議論されず，議会で税制改
革を通す方法の1つとして，受信料が財務委
員会の議論の土俵にのせられた」と語り，「税
制システムを通じてメディア政策関連の費用を
まかなうという，与野党交渉の妥協の産物だ。
受信料の維持の是非についてほとんど議論さ
れなかった」と批判している。

筆者が聞き取りを行った国会議員のブリッ
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ト・ベーカー（Britt Bager）氏は，政府第1党
の自由党議員として文化委員会の議論を先導
した議員である。受信料制度は，公共放送に
とって，政府との距離と受信料を支払う視聴者
と公共放送との直接的な関係の維持という点
で重要だが，ベーカー氏は，「これまで文化委
員会では，デンマークの“教会税”8）やフィン
ランドの“公共放送税”という選択肢も検討し
た経緯はある」と述べ，「これらの選択肢が何
のために支払っているのかを自覚できるという
点で良いと思うが，政府交付金に変更するこ
ととほとんど変わりはない」と語った。今回の
メディア政策協定で，受信料が廃止されてもメ
ディア政策予算の規模は維持されている。メ
ディア政策を進めるうえで，出所がどこであれ
基本的に財源は保障されている。スナゴー教
授の“与野党間の妥協の産物”とは，この点
を指していると言えるだろう。

DRは，EBU（ヨーロッパ放送連合）の加盟
機関として，公共放送の現状や課題に関する
情報を他のEBUメンバーと共有している。近
隣のフィンランドは，一律料金の受信料制度を
廃止し，所得に応じて税額が異なる公共放送
税を導入した。デンマークと同様に，公平負
担の確保と弱者救済を目的としている。なぜ
デンマークはこの選択をしなかったのか，DR
の運営財源を税金化することのリスクを検討し
なかったのか，当たり前の疑問が生じる。DR
の戦略部門の若手管理職のラスモス・ヤーンセ
ン（Rasmus Jørgensen）氏はこの点について，
税金化はやむなしとしても，フィンランド・モデ
ルのような改良を望んでいたようだが 9），「DR
の理事会の構造に問題があり，メディア政策
協定の政治的な交渉に組織として発言する立
場ではない」と明かした。内部監督機関であ

るDRの理事会のメンバーは現在，理事長を
含め3人を文化相が指名し，議会の政党が6
人を指名する。DRは制度上独立した機関であ
ると保障されているが，実態は政治のバランス
が理事会に反映される仕組みになっている。

4 ー2  DR の規模と財源の縮小

受信料制度の廃止という公共放送制度の根
幹に関わる変更と同時に，DRは今後5年間で
20％，約7億DKKの予算の削減に直面してい
る。新メディア政策協定では，2つのテレビチャ
ンネルを廃止し，DRが商業メディアと競合し
ない報道や子ども，若者向け番組へ集中する
ことをDRに求めている。

デンマークでは放送開始以来DRの独占が
続き，1988 年に放送を開始したTV 2は，開
局当初，同じ公共事業体とはいえ，DRの独
占を壊すために導入された。また，公共サー
ビス基金の設立など，DR以外の制作者を参
入させる政策をとり，国内でDRの一人勝ちを
防ぐプレーヤーを立てることが，デンマークの
一貫したメディア政策である。

ベーカー議員は，「商業放送や新聞界から
は，“DRは大きすぎて商業メディア市場を損ね
ている”という批判が常に寄せられている」と
述べ，2008 年からDRが娯楽番組の“The X 
Factor”10）を放送していることを例に挙げ，「高
額の資金を費やして娯楽番組を購入するという
ことは，公共放送がやることではない。ドラ
マや娯楽番組をやってはいけないというので
はなく，YouTubeの代わりに，子どもがニュー
スに親しむようなサービスやドキュメンタリー，
討論番組に集中すべきだ」と持論を展開した。
しかし，スナゴー教授は，「政治家のこうした
考えが，公共放送の任務を狭め，公共放送へ
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の関心を持たない人を増やしてしまう」と，そ
のリスクを指摘している。

一方，DRのヤーンセン氏は，「デンマーク
国内で政府機関や学校，医療機関が毎年2％
の効率化を行い，DRはその例外だった」と
述べ，5 年間で20％の削減はやむをえないと
受け止めているようである。さらにチャンネル
の削減について，どのチャンネルを削減する
のかは自主的に決められる点を挙げ，意外に
も「新協定は，それほど悪いことではない」と
語った。聞き取りを行った4月の段階では，新
しいメディア政策協定が確定していなかったた
め，DRの対応について具体的な内容を聞くこ
とができなかった。しかし，DRはすでに「2017
−20 年のデジタル戦略 11）」を発表し，7〜12
歳の子ども向けテレビチャンネルのDR Ultra
を廃止し，オンラインサービスへ移行すること
などの計画を示しており，政府との交渉の準
備を着実に進めていたと思われる。

また，新協定では，Netf lixやYouTube，
Facebookなどグローバルな脅威への対抗手
段として，DRが民間のメディア企業と共同で
アプリを開発し，DRのコンテンツだけでなく
公共サービス基金で制作された民間事業者
の子どもや若者向けのニュースやドキュメンタ
リーなどのコンテンツを，DRのインターネット
のプラットフォームDRTV上で提供することを
目指している。政府のこの構想についてヤーン
セン氏は「実現するのは難しい」と懐疑的だっ
た。財源縮小という条件下で，新たなアプリ
の開発やメンテナンス，大型サーバーの設置
など，技術や管理面での課題が大きすぎ，国
内に進出するグローバルなメディア企業にハー
ドと資金の両面で太刀打ちできないと考えて
いる。

しかしその一方，DRは，財源が縮小する
公共放送として独自の対抗手段を作り上げて
いるようである。デンマーク，フィンランド，ア
イスランド，スウェーデン，ノルウェーの北欧5
か国の公共放送は「Nordvision」というパー
トナーシップを通じて，シリーズドラマを共
同制作し，それぞれの国の言語に翻訳しテレ
ビやネットで提供している12）。公共放送が資
金を持ち寄るほか，北欧地域でケーブルテレ
ビ等に番組を販売して得た収入を新しいプロ
ジェクトに再投資している。DR単独では，新
作シリーズを1年間で何本も作ることができな
い。Nordvisionは，DRにとって資金を効果
的・効率的に利用する仕組みであり，北欧地
域内では著作権問題もクリアしているのでネッ
トでも配信できる。ヤーンセン氏は，「公共放
送という価値と任務，そして文化の共通性を
もとに，自国や北欧地域の視聴者を対象とし
て制作していることが，グローバル企業との
違いだ」と語り，NetflixやYouTubeに対し，
Nordvisionのパートナーシップが国内におい
て質が高く信頼できるDRブランドを維持す
る方法であると考えている。

終わりにあたって

従来の受信機所有を根拠として徴収する受
信料制度が時代にそぐわず，制度上の金属疲
労が起きている。しかし，公共放送にとって
受信料制度は政治からの距離，政府からの独
立を維持するうえで重要な装置であると認識さ
れているはずである。受信料を廃止し公共放
送の財源を税金化することは，高福祉・高負
担で進んできたデンマーク社会ならではの選
択だったのかもしれないが，今回の聞き取りで



87SEPTEMBER 2018

は，国民がこの転換を支持していたのかどうか
を裏づけるデータを得ることはできなかった。

北欧地域では，スウェーデンとノルウェーで
も受信料制度の見直しの議論が進んでいる。
スウェーデン政府は2018 年5月に，受信料を
廃止して公共放送の財源に限定した“特別税”
に変更することを提案した 13）。政府は，この
変更は公共放送の長期的存続と独立性の維持
を保障するものだと述べているが，全容は不
明である。今回のデンマークの事例が，北欧
地域にとどまらず，この地域を越えて，受信料
から税金化へのドミノ現象のきっかけになる可
能性もある。

スナゴー教授は，今回のメディア政策協定
に至る議論を“奇妙”だと表現した。「公共放
送 DRはテレビ，ラジオ，オンラインを提供し，
その存在は大きく，放送の公共サービスとして
成功している。にもかかわらず，公共放送を縮
小しようとしている。デジタルメディアが市場
にインパクトを与え始め，その変化に対応する
ことは国内の商業メディアには非常に難しい。
これがデンマークのメディアの現状だ」と述べ，

「税金化とDRの予算削減を決めたことは，公
共放送 DR自身の問題が原因ではなく，政治
家の問題だ」と，今回のメディア政策協定の
決着を批判した。

冒頭に紹介した8か国の公共放送の共同声
明は，「デンマークの政治家が公共放送に関
して選択すべきことは，ヨーロッパの他の多く
の国がすでに示している。予算を削減して政
治的なコントロールというリスクを増やすのか，
公共放送の独立と安定性を守る効果的な防波
堤を構築するのか。後者が民主主義を促進す
ることは，指摘するまでもない」と結んでいる。
今回のデンマークでの聞き取り調査は，この

踏み込んだメッセージがきっかけだった。議論
が見えない中で受信料廃止 / 税金化を選択し
たデンマークの事例は，公共放送の制度と財
源問題を政治的交渉の対象にすることのリスク
を警告しているのではないだろうか。

（なかむら よしこ）
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